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様式集 ※就労支援給付費の請求にかかる様式のみ 

（第７号様式） 京都市重度障害者等就労支援特別事業 請求書 

（第８号様式） 京都市重度障害者等就労支援特別事業 明細書 

（第９号様式） 京都市重度障害者等就労支援特別事業 サービス提供実績記録票 

（第１０号様式）京都市重度障害者等就労支援特別事業に係る振込口座届出書 

（第１１号様式）京都市重度障害者等就労支援特別事業 利用者負担上限額管理結果票 

 

就労支援給付費の請求にあたっては、京都市情報館に掲載しております「入力補助シート

（就労支援給付費請求用）」を利用していただくと書類作成の省力化ができますので、 

是非御利用ください。 
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第１ 京都市重度障害者等就労支援特別事業の概要 

 

 １ 目的 

   重度障害者等の通勤や職場等における支援を行うことにより、就労機会の拡大、就労

継続を図ることを目的として実施します。 

 

 ２ 対象者要件 

   下記⑴～⑷のいずれにも該当すること。 

 

   ⑴ 本市から重度訪問介護、同行援護、行動援護（以下「重度訪問介護等」）の支給

決定を受けていること。 

（補足）重度訪問介護等の支給決定について 

 京都市で支給決定を受けている必要があります。 

 

⑵ 民間企業に雇用されている、又は、自営業を営んでおり、就労の継続及び所得の

向上が見込まれるために本事業の必要性が認められること（ただし、就労継続支援

Ａ型事業所や盲人ホームの利用者、国家公務員、地方公務員、国会議員、地方議会

議員等の公務部門で雇用等される者その他これに準ずる者は除く。）。 

（補足１）「民間企業」について 

  本事業における「民間企業」とは、障害者の雇用の促進等に関する法律

第４９条第１項にある助成金の対象となる事業主を指し、「重度訪問介護サ

ービス利用者等職場介助助成金」（以下「職場介助助成金」）、「重度訪問介

護サービス利用者等通勤援助助成金」（以下「通勤援助助成金」）の支給対

象となる企業とします。 

（補足２）民間企業に雇用されている者について 

  本事業の利用申請にあたっては、民間企業が職場介助助成金、通勤援助

助成金のどちらかもしくは両方について、JEED（独立行政法人高齢・障害・

求職者雇用支援機構）に申請することが前提です。そのうえで、助成金を

活用しても当該該当者の雇用継続に支障が残るものとして当該対象者が勤

務する民間企業及び関係者による支援計画書において認められた場合に支

援対象とします。 

（補足３）「自営業」について 

  本事業における「自営業」の者とは、民間企業で雇用される者、国家公

務員等の公務部門で雇用等される者その他これに準ずる者以外の者であっ

て、重度訪問介護等のサービス利用にあたって経済活動を理由に当該サー

ビスの利用ができない時間がある者を指します。 
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例えば、企業等の業務の一部を請け負う自営業（専門家、講師業、芸能

人、在宅就業従事者（雇用ではない在宅ワーク）等）としての働き方や有

償ボランティア、労働者協同組合、法人代表、役員等その他雇用に属さな

い有償の働き方が想定されます。 

 

⑶ １週間の所定労働時間が１０時間以上であること（ただし、民間企業に雇用さ

れている者で、１週間の所定労働時間が１０時間未満であっても、当該年度末ま

でに当該企業が１０時間以上に引き上げることを目指すことが関係者による支援

計画書において確認できる者を含む。）。 

（補足）自営業の者で１０時間未満となる場合について 

  原則、一週間の所定労働時間が１０時間以上である必要があるが、１０

時間未満であっても自営等による収入が一定程度ある者、本事業の実施に

より更なる所得の向上が見込まれる者については対象とする場合がありま

すので、御相談ください。 

 

⑷ 本市に居住していること。（ただし、就労場所は本市内に限定しない。） 

（補足）本市への居住について 

  本事業の申請を行う時点で、京都市に住民票を置いている者で、居住期

間は不問です。 

 

３ 支援の内容 

＜民間企業で雇用されている方の場合＞ 

   民間企業が、重度障害のある方等を雇用するにあたり、「障害者雇用納付金制度」に

基づく助成金を活用して職場介助者や通勤援助者を委嘱しても、さらに支援を必要と

する場合に、障害福祉サービス（重度訪問介護、同行援護又は行動援護）と同等の支援

を行います。 

 助成金を活用 本事業で支援 

通勤支援 各年度３箇月まで 各年度４箇月目以降 

職場等における業務介助 

 ※文書の朗読・作成補助、

機器操作、入力作業、

業務上外出の付添い等 

○ ―（助成金で対応） 

職場等における業務外の 

福祉的支援 

 ※喀痰吸引、姿勢調整、

安全確保のための見守り 

×（助成金の対象外） ○ 
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＜自営業者の方の場合＞ 

自営業者として働く場合、ＪＥＥＤの助成金の対象とならないため、本事業単独で 

１箇月目から、重度訪問介護、同行援護、行動援護と同等の支援を行います。 

 助成金を活用 本事業で支援 

通勤支援 

×（助成金の対象外） ○ 

職場等における業務介助 

 ※文書の朗読・作成補助、

機器操作、入力作業、業

務上外出の付添い等 

職場等における業務外の 

福祉的支援 

 ※喀痰吸引、姿勢調整、

安全確保のための見守り等 

 

４ サービスを提供する事業者 

   重度訪問介護、同行援護、行動援護の事業を行う指定障害福祉サービスを行う事業者

（以下「指定重度訪問介護等事業者」）です。 

（補足）提供体制について 

 対象者像ごとに、そのサービスの事業を行う事業者がサービス提供及び就労支援

給付費を請求することができます。 

（例）対象者像が重度訪問介護の場合、重度訪問介護の事業を行う事業者とします。  

 

５ 支給量上限 

  一箇月あたりの支給量は、対象者像ごとに以下の表の範囲内で決定します（二人介護が

必要な時間も含まれています。）。 

 

対象者像 一箇月あたりの支給量 

重度訪問介護 １２０時間 

同行援護 ８０時間 

行動援護 ８０時間 

 

（補足）「一箇月あたりの支給量」の考え方 

・ 一人ひとりの支援時間を細かく積算して積み上げて、支給量を決定しています。 

・ 一箇月あたり上記支給量内であれば、一日あたりの利用時間に上限はありません。 

・ 二つ以上の対象者像に該当する場合は、支給量が多い対象者像の支給量とします。 
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６ 利用者負担額 

  本事業の利用者負担は、重度訪問介護等の支給決定時において認定されている負担上

限月額と同額とし、上限月額に至るまでは費用の１割とします（就労支援給付費に限る）。 

  重度訪問介護等の障害福祉サービス等で適用している特例上限及び総合上限制度は、

本事業では適用されませんので、本事業のみで上限額管理を行います。 

 

  【参考：障害福祉サービスで設定されている負担上限月額】 

対象 月額負担上限額 

生活保護受給者 利用者負担なし（０円） 

市民税非課税世帯 利用者負担なし（０円） 

市民税 

課税世帯 

１８歳未満 所得割２８万円未満 ４,６００円 

所得割２８万円以上 ３７,２００円 

１８歳以上 所得割１６万円未満 ９,３００円 

所得割１６万円以上 ３７,２００円 
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第２ 全体的な流れ 

 

＜民間企業に雇用され、職場介助助成金を活用する者の職場介助の支援の場合＞ 

京都市 

①は障害者就業・生活支

援センターが必要に応じ

て相談対応。 

本人 企業 JEED 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

京都市 
指定重度訪問介護

等事業者 
企業 JEED 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

  ※京都市とは障害保健福祉推進室のことであり、区役所・支所ではありません。 

 

 

 

①企業が主体となって、関係者間で支援計画書を作成 

※支援計画書は京都市（障害保健福祉推進室）で事前に確認 

②支援計画書提出 ③支援計画書 

受付・確認 

④JEED 確認済の

支援計画書受領 

⑤利用申請 ⑥申請受付 

支給決定 

⑦支援開始 

⑨就労支援給付費

支払い 

⑧助成金支給申請 ⑨助成金支給申請書

受付・助成金支給 

⑩助成金受給 ⑩就労支援給付費

受領 

⑧就労支援給付費

請求 

６箇月後及び６箇月ごと 
サービス提供した

日の属する翌月 
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 ＜民間企業に雇用され、通勤援助助成金を活用する者の場合＞ 

京都市 

①は障害者就業・生活支

援センターが必要に応じ

て相談対応。 

本人 企業 JEED 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

京都市 
指定重度訪問介護

等事業者 
企業 JEED 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  ※京都市とは障害保健福祉推進室のことであり、区役所・支所ではありません。 

①企業が主体となって、関係者間で支援計画書を作成 

※支援計画書は京都市（障害保健福祉推進室）で事前に確認 

②支援計画書提出 ③支援計画書 

受付・確認 

④JEED 確認済の

支援計画書受領 

⑤利用申請 ⑥申請受付 

⑦支援開始 

⑨就労支援給付費

支払い 

⑧助成金支給申請 ⑨助成金支給申請書

受付・助成金支給 

⑩助成金受給 

⑩就労支援給付費

受領 

⑧就労支援給付費

請求 

支援開始月から 

３箇月目まで 

支援開始月から 

４箇月目以降 
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＜自営業者の場合＞ 

京都市 

①は障害者就業・生活支

援センターが必要に応じ

て相談対応。 

本人 企業 JEED 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

京都市 
指定重度訪問介護

等事業者 
企業 JEED 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

  ※京都市とは障害保健福祉推進室のことであり、区役所・支所ではありません。 

 

 

 

 

 

①関係者間で支援計画書を作成 

②支援計画書提出 

③利用申請 

④申請受付 

⑤支援開始 

⑦就労支援給付費

支払い 

⑧就労支援給付費

受領 

⑥就労支援給付費

請求 

サービス提供した

日の属する翌月 
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第３ 就労支援給付費に係る請求等 

１ 就労支援給付費とは 

第１－３に記載している支援を提供した時間につき、第３－２の算定方法により算

定した費用の額から、第１－６の利用者負担額を除いた費用のことです。 

重度訪問介護等の障害福祉サービスと同様、指定重度訪問介護等事業者による代理

受領となります。 

 

２ 就労支援給付費の報酬 

就労している時間に、第２－２の支援を指定重度訪問介護等事業者が提供した場合

に、次のとおりの報酬を請求できることとします。 

 

このとき、処遇改善加算事業所に該当するかどうかについては、利用者に対し支援を

提供した月の属する１日時点で、提供したサービスにおいて「福祉・介護職員処遇改善

加算（（Ⅰ）～（Ⅲ）のいずれか）」の届け出を都道府県知事又は市町村長に対し行って

いることを前提とします。 

（例えば、提供サービスのうち、居宅介護では処遇改善加算を取っているが、重度訪問

介護では取っていない場合には、処遇改善加算事業所に該当しません。） 

 

⑴ 所定給付額 

支援時間帯に関わらず、算定内容に応じて請求できます。 

重度訪問介護の報酬については、支援内容によって算定内容ごとに積算してください。  

 

⑵ 早朝夜間加算 

早朝（午前６時から午前８時まで）及び夜間（午後６時から翌日午前６時まで）を早

朝夜間帯とし、所定給付額の算定時に区切られた時間が早朝夜間帯にある場合は、所定

給付額に上乗せして請求できます（早朝夜間加算のみを算定することはできません。）。 

重度訪問介護の報酬については、支援内容によって算定内容ごとに積算してください。 

 

※所定給付額の算定時に区切られた時間が早朝夜間帯をまたぐ場合の請求方法につい

ては、３ 請求例（P.11）を御参照ください。 

 

（イメージ図） 

 

 

 

支援時間 

 早朝夜間加算 

所定給付額 所定給付額 

8:00～18:00 18:00～6:00 
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１ 対象者像のうち、重度訪問介護 ※１ 

※１ ⑴ 所定給付額について 

重度訪問介護に係る最初の１時間の算定には、４０分以上の支援が必要です。これ以降は３０

分ごとに算定することとし、この算定のためには、２０分以上の支援が必要です。一事業所につ

き、一日に支援した時間を通算し算定します。 

 

算定内容 

給付額 

処遇改善加算事業

所に該当する 

処遇改善加算事業

所に該当しない 

所定給付額 

 ① 移動の介助なし、喀痰吸引等の支援なし 

 

最初の１時間 

２，６００円 

以降３０分ごとに 

１，３００円 

最初の１時間 

２，１００円 

以降３０分ごとに 

１，０５０円 

② 移動の介助あり、喀痰吸引等の支援なし 最初の１時間 

３，４００円 

以降３０分ごとに 

１，７００円 

最初の１時間 

２，９００円 

以降３０分ごとに 

１，４５０円 

③ 移動の介助なし、喀痰吸引等の支援あり 最初の１時間 

２，８００円 

以降３０分ごとに 

１，４００円 

最初の１時間 

２，３００円 

以降３０分ごとに 

１，１５０円 

④ 移動の介助あり、喀痰吸引等の支援あり 最初の１時間 

３，６００円 

以降３０分ごとに 

１，８００円 

最初の１時間 

３，１００円 

以降３０分ごとに 

１，５５０円 

早朝夜間加算 

 ① 移動の介助なし、喀痰吸引等の支援なし 

早朝夜間帯 

３０分ごとに 

３２０円 

３０分ごとに 

２６０円 

② 移動の介助あり、喀痰吸引等の支援なし 

早朝夜間帯 

３０分ごとに 

４２０円 

３０分ごとに 

３６０円 

③ 移動の介助なし、喀痰吸引等の支援あり 

早朝夜間帯 

３０分ごとに 

３５０円 

３０分ごとに 

２８０円 

④ 移動の介助あり、喀痰吸引等の支援あり 

早朝夜間帯 

３０分ごとに 

４５０円 

３０分ごとに 

３８０円 
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⑵ 早朝夜間加算について 

重度訪問介護の最初の１時間における早朝夜間加算の算定には、早朝夜間帯における支援が３０

分以上ある場合に算定できます。これ以降は３０分ごとに算定することとし、この算定のためには、

１５分以上の支援が必要です。一事業所につき、一日に支援した時間を通算し算定します。 

 

２ 対象者像のうち、同行援護、行動援護 ※２ 

※２ ⑴ 所定給付額について 

同行援護及び行動援護に係る最初の３０分の算定には、２０分以上の支援が必要です。これ以

降は３０分ごとに算定することとし、この算定のためには、２０分以上の支援が必要です。一事業

所につき、一回に支援した時間を算定します。 

⑵ 早朝夜間加算について 

同行援護及び行動援護の早朝夜間加算の算定に係る単位は３０分とし、所定給付額の算定時に

区切られた３０分において、早朝夜間帯における支援が１５分以上ある場合に算定できます。  

一事業所につき、一回に早朝夜間帯において支援した時間を算定します。 

 

算定内容 

給付額 

処遇改善加算事業所に該当する 処遇改善加算事業所に該当しない  

所定給付額 

 同行援護 最初の３０分 ２，６００円 

以降３０分ごとに２時間まで 

１，４００円 

２時間を超えて以降３０分ごとに  

９００円 

最初の３０分 ２，０００円 

以降３０分ごとに２時間まで 

１，１００円 

２時間を超えて以降３０分ごとに 

７００円 

行動援護 最初の３０分 ３，５００円 

以降３０分ごとに 

２，０００円 

最初の３０分 ２，７００円 

以降３０分ごとに 

１，６００円 

早朝夜間加算 

 同行援護 

早朝夜間帯 

支援開始から起算して 

３０分ごとに２時間まで   

５００円 

２時間を超えて以降３０分ごとに 

２２０円 

支援開始から起算して 

３０分ごとに２時間まで   

３８０円 

２時間を超えて以降３０分ごとに 

１７０円 

行動援護 

早朝夜間帯 
３０分ごとに 

６８０円 

３０分ごとに 

５３０円 
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同行援護の早朝夜間帯における２時間までとは、早朝夜間帯におけるものではなく、所定給付

額の算定時における支援開始からの２時間とします。 

 

３．上限管理を行う必要がある者 ※３ 

上限額管理を行う必要があり、指定重度訪問介

護等事業所が上限額管理事業所となり、上限額

管理を行った場合 

一月 １，５００円 

※３ 上限額管理加算のみを算定することは不可とします。 

 

 ３ 請求例 

支援時間のうち、所定給付額の算定時に区切られた時間が早朝夜間帯をまたぐ場合の請

求例を記載しています。請求の際は、別添 入力補助シート（就労支援給付費請求用）第

８号様式（明細書）を利用してください。 

 

⑴ 重度訪問介護 

所定給付額及び早朝夜間加算のそれぞれにおいて、一日に支援した時間を通算し算定

します。明細書の摘要欄から、算定内容に応じた単価を選択し、回数を手入力します。 

 

※算定内容 

①移動の介助なし、喀痰吸引等の支援なし⇒重訪① 

②移動の介助あり、喀痰吸引等の支援なし⇒重訪② 

③移動の介助なし、喀痰吸引等の支援あり⇒重訪③ 

④移動の介助あり、喀痰吸引等の支援あり⇒重訪④ と表記します。 

 

ア ３０分において早朝夜間帯をまたがらない場合（全て同日の支援） 

例１ 算定内容 所定給付額 早朝夜間加算 

7:00～8:00 重訪② ・重訪① 1.0 時間×1 

・重訪① 0.5 時間×20 

・重訪② 1.0 時間×1 

・重訪② 0.5 時間×2 

・重訪② 早朝夜間 0.5時間×4 
8:00～19:00 重訪① 

19:00～20:00 

 

重訪② 

 

例２ 算定内容 所定給付額 早朝夜間加算 

22:00～1:00 重訪④ 
・重訪④ 1.0 時間×1 

・重訪④ 0.5 時間×4 
・重訪④ 早朝夜間 0.5 時間×6 

→深夜加算・日またぎの設定はありませんので、全て早朝夜間加算として請求します。 
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イ ３０分（もしくは最初の１時間）において早朝夜間帯をまたがる場合 

  所定給付額の算定時に区切られた３０分において早朝夜間帯をまたがる場合には、 

１５分以上が早朝夜間帯にかかっていれば早朝夜間加算を請求できます。ただし、最初

の１時間における早朝夜間加算の算定には、３０分以上早朝夜間帯にかかっていること

が必要です。 

 

例３ 算定内容 所定給付額 早朝夜間加算 

7:45～8:15 重訪② 
・重訪② 1.0 時間×1 なし 

17:40～18:10 重訪② 

→最初の１時間における早朝夜間加算の算定ですが、通算した早朝夜間の時間数が３０分

に満たないため、早朝夜間加算については請求できません。 

 

例４ 算定内容 所定給付額 早朝夜間加算 

7:45～8:15 重訪② ・重訪① 1.0 時間×1 

・重訪① 0.5 時間×11 

・重訪② 1.0 時間×1 

・重訪① 早朝夜間 0.5 時間×1 

・重訪② 早朝夜間 0.5 時間×2 
12:00～18:30 重訪① 

18:30～19:00 重訪② 

 

例５ 算定内容 所定給付額 早朝夜間加算 

16:00～19:15 重訪③ 
・重訪③ 1.0 時間×1 

・重訪③ 0.5 時間×4 
・重訪③ 早朝夜間 0.5 時間×2 

→19:00～19:15 については早朝夜間帯の時間が１５分以上ありますが、所定給付額が２０

分に満たず請求できないため、早朝夜間加算についても請求できません。 

 

 

⑵ 同行援護・行動援護 

所定給付額及び早朝夜間加算のそれぞれにおいて、一日に支援した時間を算定します。

明細書の摘要欄から、算定内容に応じた単価を選択し、回数を手入力します。 

同行援護の算定内容における「２時間まで」・「２時間以降」の考え方については、早朝

夜間帯に入ってから２時間経過しているかではなく、１回の支援開始時間から２時間経過

しているかどうかで判定してください。 
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ア ３０分において早朝夜間帯をまたがらない場合 

例６ 算定内容 所定給付額 早朝夜間加算 

7:00～8:30 同行援護 

・同行 0.5 時間×1 

・同行 ＋0.5 時間 

（2時間まで）×2 

・同行 早朝夜間 0.5 時間 

（2時間まで）×2 

 

例７ 算定内容 所定給付額 早朝夜間加算 

15:00～20:00 同行援護 

・同行 0.5 時間×1 

・同行 ＋0.5 時間 

（2時間まで）×3 

・同行 ＋0.5 時間 

（2時間を超えて以降）×6 

・同行 早朝夜間 0.5 時間 

（2時間を超えて以降）×4 

→早朝夜間帯 18:00～20:00 は支援開始時間から 2 時間経過しているので、2 時間を超えて

以降の単価で請求します。 

 

イ ３０分において早朝夜間帯をまたがる場合 

所定給付額の算定時に区切られた３０分において早朝夜間帯をまたがる場合には、  

１５分以上が早朝夜間帯にかかっていれば早朝夜間加算を請求できます。 

 

例８ 算定内容 所定給付額 早朝夜間加算 

7:45～8:45 同行援護 

・同行 0.5 時間×1 

・同行 ＋0.5 時間 

（2時間まで）×1 

・同行 早朝夜間 0.5 時間 

（2時間まで）×2 

 

例９ 算定内容 所定給付額 早朝夜間加算 

16:15～18:45 同行援護 

・同行 0.5 時間×1 

・同行 ＋0.5 時間 

（2時間まで）×3 

・同行 ＋0.5 時間 

（2時間を超えて以降）×1 

・同行 早朝夜間 0.5 時間 

（2時間まで）×1 

・同行 早朝夜間 0.5 時間 

（2時間を超えて以降）×1 

→17:45～18:15 の分については支援開始時間から 2 時間経過していないため、早朝夜間加

算についても 2時間までのものを算定します。 

一方、18:15～18:45 の分については 2 時間経過しているため、2 時間を超えて以降のも

のを算定します。 
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例１０ 算定内容 所定給付額 早朝夜間加算 

6:45～7:30 同行援護 ・同行 0.5 時間×1 

・同行 早朝夜間 0.5 時間 

（2時間まで）×1 

→7:15～7:30 については早朝夜間帯の時間が１５分以上ありますが、所定給付額が２０分

に満たず請求できないため、早朝夜間加算についても請求できません。 

 

 ４ 指定重度訪問介護等事業者の手続き 

  ① サービス提供の依頼 

本事業の利用者や利用者を雇用する企業等から、サービスの提供依頼を受けます。 

     ※本事業によるサービスの提供を複数の事業所で行う場合、利用者及び事業所

間で利用者負担上限額管理者を決定します。 

 

  ② 決定通知書の内容の確認 

利用者に交付されている決定通知書で、支給決定の内容を確認します。 

 

  ③ サービスの提供 

支援計画書に沿って、利用者にサービスを提供します。 

     ※障害福祉サービス等と同様、本事業の利用者と利用契約を締結しておくこと

が望ましいと考えられます。 

 

  ④ サービス提供実績記録票の作成 

    サービス提供実績記録票を作成し、利用者に記載内容を随時確認します。 

※利用者確認欄に、利用者が履行確認したことがわかるように何らかの記載

（例：レ点、○印、押印、署名等）を利用者に求めます。 

※利用者確認欄に漏れがある場合、その行に記載している支援については請求

していただけません。（キャンセルの場合は、キャンセルとなったことがわか

るようにしてください。） 

 

  ⑤ 利用者負担上限額の管理 

    サービス提供事業所のうち、決定通知書の「サービス提供事業所」欄の最上段左側

に記載されている事業所が、利用者負担上限額管理を行います。 

    サービス提供事業所は、サービス提供月の翌月に、上限額管理事業所に対して、管

理結果前の利用者負担額を連絡します。 

    上限額管理事業所は、「利用者負担上限額管理結果票」（第１１号様式）を作成し、

利用者に内容の確認を得ます。 
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    上限額管理事業所は、サービス提供事業所に対して、「利用者負担上限額管理結果

票」の写しを送付し、上限額管理後の利用者負担額を連絡します。 

     上限額管理事業所以外の事業所は、上限額管理事業所から受理した「利用者負担

上限額管理結果票」の写しに記載されている自事業所の管理結果後利用者負担額

を確認し、「明細書」（第８号様式）の「上限額管理後利用者負担額」欄に入力しま

す。 

 

  ⑥ 請求書類の作成 

１箇月間（毎月初日から末日まで）に提供したサービスについて、以下の書類を作

成し、サービスを提供した翌月２０日までに、障害保健福祉推進室まで郵送で提出

します。 

なお、下記の書類の作成にあたっては、京都市情報館に掲載している「入力補助

シート」を御活用ください。（入力補助シート内の「使い方」のとおり御使用いただ

くと、書類作成について省力化ができます。） 

 

請求関係書類 請求時の必要性 

京都市重度障害者等就労支援特別事業請求書

（第７号様式） 

必要 
京都市重度障害者等就労支援特別事業明細書

（第８号様式） 

京都市重度障害者等就労支援特別事業サービ

ス提供実績記録票（第９号様式） 

京都市重度障害者等就労支援特別事業に係る

振込口座届出書（第１０号様式） 

就労支援給付費を初めて請求

する場合に必要 

又は、届け出た口座から変更し

た場合に必要 

京都市重度障害者等就労支援特別事業利用者

負担上限額管理結果票（第１１号様式） 

上限額管理を行う事業所のみ

必要 

 ※障害保健福祉推進室で審査を行い、誤りがない請求については、書類が提出

された翌月２０日（休日の場合は直前の平日）に支払います。提出書類に疑

義がある場合は、支払いが翌々月以降になる可能性があります。 

 

  ⑦ 代理受領通知の交付 

    重度訪問介護等と同様、利用者に本事業のみの代理受領通知を交付します。 
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⑧ 利用者負担額の受領 

    重度訪問介護等と同様、利用者から利用者負担額を受領し、本事業のみの領収書を

交付します。 


